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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　結合された要素からなる少なくとも一つの層を有する複合材料を製造するためのプロセ
スであって、
　ランダムに配向された繊維要素の一以上の層のアセンブリをエアレイイングすることと
、一以上の層のアセンブリを未結合の波状形状に成形することと、その後アセンブリ内の
要素をアセンブリ内の他の要素と結合させて、結合された要素からなる少なくとも１つの
層を有する一体複合材料を得るためにアセンブリを活性化することとを含み、
　前記アセンブリを波状形状に成形することは、第１の速度で移動する移送デバイスであ
って、第１の速度よりも遅い第２の速度で移動するオーブンワイヤ上にアセンブリを移送
する移送デバイスを用いることによって実現され、移送デバイスはオーブンワイヤの高さ
よりも高いｚ方向の高さにあり、それによってアセンブリはオーブンワイヤに対する移送
デバイスの高さとオーブンワイヤに対する移送デバイスの速度とにより決定される所望の
波長と振幅を有する波状形状に積み重なる、プロセス。
                                                                        
【請求項２】
　前記アセンブリは一以上の層に堆積させたルーズファイバーを含み、前記一体化複合材
料は活性化後に波状形状を有する、請求項１に記載のプロセス。
【請求項３】
　成形及び活性化前に前記一以上の層を圧縮することを更に含む、請求項１に記載のプロ
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セス。
【請求項４】
　前記一以上の層のアセンブリはその場で製造される不織層である少なくとも一層を含む
、請求項１に記載のプロセス。
【請求項５】
　前記その場で製造される不織層はスパンボンド、メルトブロー又はスパンメルトされる
、請求項４に記載のプロセス。
【請求項６】
　前記一体化複合材料は活性化後に波状形状を有する、請求項４に記載のプロセス。
【請求項７】
　前記一以上の層のアセンブリは一以上のルーズファイバー層を含むと共にロール品要素
を組込んでおり、前記一体化複合材料は活性化後に波状形状を有する、請求項１に記載の
プロセス。
【請求項８】
　前記ロール品はスパンボンド、メルトブロー、スパンメルト又は湿式成形されたウェブ
である、請求項７に記載のプロセス。
【請求項９】
　前記アセンブリは熱可塑性材料を含み、前記熱可塑性材料は活性化時に該アセンブリ内
の他の材料と結合可能である、請求項１に記載のプロセス。
【請求項１０】
　前記一以上の層のアセンブリはルーズファイバーアセンブリであり、前記ルーズファイ
バーアセンブリは結合可能な材料を含んでいる、請求項１に記載のプロセス。
【請求項１１】
　前記結合可能な材料は感熱性結合繊維である、請求項９に記載のプロセス。
【請求項１２】
　移送ワイヤデバイスと成形オーブンワイヤから成る装置を用いて前記一以上の層のアセ
ンブリを波状形状に成形することを更に含み、前記移送ワイヤデバイスは必要に応じて前
記成形オーブンワイヤに対してｚ方向に引上げられ、前記成形オーブンワイヤは前記移送
ワイヤデバイスよりも低速で移動する、請求項１に記載のプロセス。
【請求項１３】
　活性化した一体化複合体は、前記一以上の層のアセンブリの活性化前の波状形状を保持
している、請求項１に記載のプロセス。
【請求項１４】
　活性化後の一体化複合体を非伸長性ロール品材料にラミネートして非弾性にする、請求
項１に記載のプロセス。
【請求項１５】
　活性化後の一体化複合体を波型アセンブリにラミネートして一以上の面を円滑にする、
請求項１に記載のプロセス。
【請求項１６】
　活性化前に一以上の平坦なロール品を波状アセンブリ上に積層した後、活性化及び結合
を行って一以上の円滑面を有する一体化波状複合体を形成する、請求項１に記載のプロセ
ス。
【請求項１７】
　活性化後の一体化複合体を伸長させることによって加工して各波間の結合を切断し、該
複合体を比較的弾性的且つ復元可能に伸び得るようにすることを更に含む、請求項１に記
載のプロセス。
【請求項１８】
　成形後且つ活性化前に前記一以上の層のアセンブリをハイドロエンタングルすることを
更に含む、請求項１に記載のプロセス。
【請求項１９】
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　成形後且つ活性化前に前記一以上の層のアセンブリをニードルパンチすることを更に含
む、請求項１に記載のプロセス。
【請求項２０】
　活性化後に前記一以上の層のアセンブリをハイドロエンタングルすることを更に含む、
請求項１に記載のプロセス。
【請求項２１】
　活性化後に前記一以上の層のアセンブリをニードルパンチすることを更に含む、請求項
１に記載のプロセス。
【請求項２２】
　成形後且つ活性化前に前記波状形状に粒子を添加することを更に含む、請求項１に記載
のプロセス。
【請求項２３】
　成形後且つ活性化前に前記波状形状の上面に粒子を添加することを更に含む、請求項１
に記載のプロセス。
【請求項２４】
　前記粒子はポリオレフィン粒子である、請求項２３に記載のファブリック。
【請求項２５】
　前記アセンブリを活性化することは、前記アセンブリを加熱することである、請求項１
に記載のプロセス。
【請求項２６】
　加熱後のアセンブリを冷却することを更に含む、請求項２５に記載のプロセス。
【請求項２７】
　加熱した一体化複合体は、前記一以上の層のアセンブリの加熱前の波状形状を保持して
いる、請求項２５に記載のプロセス。
【請求項２８】
　請求項１に記載の複合材料を製造するためのプロセスに直接使用する装置であって、
　材料を受け取り、運び、オーブンワイヤへ送るための基板と、
　前記基板に材料を堆積させるための一以上のヘッドと、
　材料を加工して一体化複合体を得るための活性化機械に材料を前記基板から運ぶための
オーブンワイヤとを含む装置において、
　前記基板は前記オーブンワイヤに隣接する移送ワイヤデバイスを有し、
　前記移送ワイヤデバイスは前記オーブンワイヤに対してｚ方向に引上げられており、
　前記オーブンワイヤは前記移送ワイヤデバイスよりも低速で移動し、
　前記オーブンワイヤに対する前記移送ワイヤデバイスの速度、及び前記オーブンワイヤ
と前記移送ワイヤデバイスとの間のｚ方向距離によって、前記材料が前記オーブンワイヤ
上にある時の該材料の形状が決まる、装置。
【請求項２９】
　前記オーブンワイヤに対する前記移送ワイヤデバイスの速度は、前記オーブンワイヤと
前記移送ワイヤデバイスとの間の前記ｚ方向距離とは独立して変更することができる、請
求項２８に記載の装置。
【請求項３０】
　前記オーブンワイヤと前記移送ワイヤデバイスとの間のｚ方向距離は、前記オーブンワ
イヤに対する前記移送ワイヤデバイスの前記速度とは独立して変更することができる、請
求項２８に記載の装置。
【請求項３１】
　一以上の層の波型アセンブリは、対応する平坦なアセンブリの場合に達成し得る坪量よ
りも高い坪量で形成される、請求項１２に記載のプロセス。
【請求項３２】
　対応する平坦なアセンブリに比べて厚く弾力性のある一体化複合体を得ることができる
、請求項１２に記載のプロセス。
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【請求項３３】
　対応する平坦なアセンブリに比べて低密度の一体化複合体を得ることができる、請求項
１２に記載のプロセス。
【請求項３４】
　前記移送デバイスは吸引ロールである、請求項２８に記載の装置。
【請求項３５】
　活性化前の波型アセンブリの上部及び／又は底部にロール品材料又はその場で製造され
る平坦なアセンブリを積層する、請求項１に記載のプロセス。
【請求項３６】
　その場で製造される不織層はスパンボンド、メルトブロー、スパンメルト又は湿式成形
される、請求項６に記載のプロセス。
【請求項３７】
　ロール品要素はスパンボンド、メルトブロー、スパンメルト又は湿式成形される、請求
項７に記載のプロセス。
                                                                        
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本願は、米国特許法第１１９条（ｅ）の規定に基づき、２００６年６月１４日出願の米
国仮特許出願第６０／８１３，６６４号（発明の名称「横断方向に波状形状を有する一体
化複合ファブリック及びその製造方法」）の優先権を主張するが、該出願の全内容を本明
細書の一部を構成するものとしてここに援用する。
【０００２】
　本発明は、横断方向に波状ｚ方向形状（wave-like z-directional shaping）を有し、
伸縮性又は非弾性であり、波状形状の波長や振幅が可変であり、粒子を必要に応じて組込
んでいる一体化複合ファブリック構造物の製造に関する。
【背景技術】
【０００３】
　通常製造される不織材やフィルム、織物、紙、板紙材料は、表面が比較的平滑、平坦で
あり、密度が均一で、その長さや幅に比べて薄い。比較的長い繊維アセンブリ（例えば、
織物やカードウェブ、スパンボンドウェブ等）から厚いウェブを製造するための公知の方
法においては、一般に、機械的装置を用いて長い繊維から成るマットやアセンブリを繰り
返し波形状にしたり、或いは、固定板間又は移動ベルト間の制御されたギャップを利用し
、そこでマットやアセンブリを強制的に曲げて制限領域内で積み重ね、処理対象の対応す
る平坦材料と比べて坪量が異なり、高密度又は低密度のファブリックが得られる。長く連
続した繊維アセンブリ（例えば、カードウェブや自己結合スパンボンドウェブに通常用い
る繊維アセンブリ等）から成る結合ウェブは、通常主に縦方向（machine direction）に
並べられ、結合前であってもアセンブリ内に多少の内部凝集が存在する。繊維は一般に所
望の波状形状の波長よりも長い。
【０００４】
　用いる材料の量を増加させることなく厚い構造物を望む場合には、通常よく知られた機
械的成形処理（コルゲート加工やプリーツ加工等）を用い（ラミネート加工と併用するこ
とも多い）、平坦なロール品から三次元隆起アーチ状構造物を形成する。長繊維加工技法
及び短繊維加工技法の両方においては、他の公知の技法（クレープ加工やミクロクレープ
加工、ミクレキシング（Micrexing）、その他同様のプロセス等）を通常用いて、構造物
をより嵩ばった一般に柔らかいファブリックに変える。特に比較的短い繊維を用いる場合
には、このような処理（ファブリック製造プロセス時に行うか、又は更なる処理後プロセ
スとして行う）によって剛性や他の所望の物性（引張強度や耐圧縮性等）の望ましくない
低下が生じ得るが、その主な理由は、こうした処理によって一般にファブリックの繊維間
結合強度や内部凝集が低下するためである。
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来の短繊維エアレイドプロセス設備を用いて繰り返し波状形状を有する結合材料を直
接得るための簡易な製造方法が見出された。解けてランダムに配向した比較的短い繊維（
又は繊維とロール品ファブリックの組合せでもよい）から成るエアレイドアセンブリであ
って、層状要素の少なくとも一個は結合可能材料（感熱性結合繊維等）を含んでいるアセ
ンブリを形成する。ｚ方向への引上げが可能で、下流側に設けられたオーブンワイヤより
も実質的に高速で作動する移送デバイスを用いて未結合層状アセンブリを繰り返し波状形
状に成形する。こうして平坦なアセンブリを曲げると共に積み重ねて所望の振幅及び波長
の繰り返し波状形状にするが、これは保持された後、オーブン又は他の好適な活性化デバ
イスにて結合させて形状を永続させることができる。移送デバイスとオーブンワイヤの相
対速度、及び／又はオーブンワイヤの高さに対する移送デバイスの高さを変えることによ
って繰り返し波の振幅や波長は容易に変更される。成形したアセンブリをその後オーブン
又は他の好適な活性化工程にて高温に付すが、その際には、感熱性要素によってアセンブ
リが結合して一体化複合体となり、冷却時又は用いた活性化プロセスから取り出した時に
波状形状が永続するのに十分な高温とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の一様相によると、繊維要素のアセンブリをエアレイイングによって堆積させ、
その場で製造された不織要素又は予め作られたロール品を必要に応じて組込む。
【０００７】
　本発明の他の様相によると、このようなアセンブリの別個の層状要素は更なる要素を他
の要素に接するように堆積させて組立てることができ、こうして形成された多層未結合ア
センブリは、成形及び結合の前に個々の層として必要に応じて圧縮すると共に、多層アセ
ンブリとして全体を必要に応じて圧縮する。
【０００８】
　本発明の他の様相によると、多層アセンブリの少なくとも一要素は、活性化工程におい
て活性化され該アセンブリの結合を生じさせることができる材料を含む。
【０００９】
　本発明の他の様相によると、層状アセンブリの少なくとも一要素は、オーブンにて比較
的高温（熱可塑性材料の融点付近）に曝露した際に、又は結合を生じさせるのに適した他
の何らかのデバイスや方法によって該アセンブリの他の要素に結合させることができる熱
可塑性材料の大部分を含む材料から形成することができる。
【００１０】
　本発明の他の様相によると、移送デバイスよりも低速で移動するオーブンコンベアワイ
ヤの水平面上方に設置可能な移送ワイヤデバイス又は他の移送デバイス（吸引ロール等）
を用いて、未結合の層アセンブリ全体を連続した繰り返し波状形状に成形する。
【００１１】
　本発明の他の様相によると、波状形状に成形した未結合の層要素アセンブリ全体をオー
ブン又は他の活性化デバイスにて加熱し、活性化工程後に層状アセンブリ内の材料を結合
させる。
【００１２】
　本発明の他の様相は、非常に厚い一体化複合体を製造できることである。
【００１３】
　本発明の他の様相は、非常に高坪量の一体化複合体を製造できることである。
【００１４】
　本発明の他の様相は、非常に嵩高く低密度の一体化複合体を製造できることである。
【００１５】
　本発明の他の様相によると、一体化複合体をその縦方向において必要に応じて伸長性且
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つ伸縮性にすることができるか、又は比較的非弾性にすることができる。
【００１６】
　本発明の他の様相によると、ルーズファイバー（loose fiber）組立てプロセス時に粒
子を成形アセンブリの内部に必要に応じて添加することができ、また、活性化前又は活性
化後に粒子を成形アセンブリの上面に必要に応じて添加することができる。
【００１７】
　当業者であれば、以下の詳説や特許請求の範囲、添付図面を参照することによって本発
明の上述の及び他の特徴や利点、目的について更に把握し理解するであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
　本発明の例示的実施形態について以下の図面を参照しつつ説明する。
【００１９】
【図１】波状構造物を示すと共に、本明細書で用いるｘ、ｙ及びｚ方向についての取り決
めについても示す。
【図２Ａ】複合アセンブリにおける比較的波数が大きい繰り返し波状構造物を示す。
【図２Ｂ】複合アセンブリにおける比較的波数が小さい繰り返し波状構造物を示す。
【図３Ａ】複合アセンブリにおける比較的振幅が大きい繰り返し波状構造物を示す。
【図３Ｂ】複合アセンブリにおける比較的振幅が小さい繰り返し波状構造物を示す。
【図４】本発明の様相に係る一体化複合体を形成するためのプロセスのフローチャートを
示す。
【図５】必要に応じて圧縮されるルーズファイバー層から成るエアレイドアセンブリを示
す。
【図６】必要に応じて圧縮されるルーズファイバー層から成るエアレイドアセンブリを示
す。
【図７】必要に応じて圧縮されるルーズファイバー層から成るエアレイドアセンブリを示
す。
【図８】必要に応じて圧縮されるルーズファイバー層から成るエアレイドアセンブリを示
す。
【図９】必要に応じて圧縮されるルーズファイバー層から成るエアレイドアセンブリを示
す。
【図１０】必要に応じて圧縮されるルーズファイバー層から成るエアレイドアセンブリを
示す。
【図１１】必要に応じて圧縮されるルーズファイバー層から成るエアレイドアセンブリを
示す。
【図１２】必要に応じて圧縮されるルーズファイバー層から成るエアレイドアセンブリを
示す。
【図１３】必要に応じて圧縮されるルーズファイバー層から成るエアレイドアセンブリを
示す。
【図１４】必要に応じて圧縮されるルーズファイバー層から成るエアレイドアセンブリを
示す。
【図１５】必要に応じて圧縮されるルーズファイバー層から成るエアレイドアセンブリを
示す。
【図１６】ルーズファイバー層を結合させて一体化複合体としたアセンブリを示す。
【図１７】ルーズファイバー層と不織層を結合させて一体化複合体としたアセンブリを示
す。
【図１８Ａ】ルーズファイバー層と、不織プロセス層と、予め作られたロール品ファブリ
ックとを互いに接するように組立てた後に結合させた一体化複合体を示す。
【図１８Ｂ】ルーズファイバー層と、不織プロセス層と、予め作られたロール品ファブリ
ックとを互いに接するように組立てた後に結合させた一体化複合体を示す。
【図１９】ルーズファイバー層状要素を組立て、アセンブリ全体を波状形状に成形した後
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、活性化工程によって該要素を結合させ、波状形状に維持するためのエアレイドプロセス
を示す。
【図２０】ルーズファイバーと不織要素を組立て、アセンブリを波状形状に成形した後、
活性化を行うエアレイドプロセスを示す。
【図２１】組立て時にロール品と組合せてルーズファイバー層を堆積させることによって
波状一体化複合体を形成する他の方法を示す。
【図２２】凹型パターンロールを用い、必要に応じて吸引を行うことによってアセンブリ
に隆起波状形状を付与する方法を示す。
【図２３】プリーツ加工技法によってアセンブリに隆起波状形状を付与する方法を示す。
【図２４Ａ】クレープ加工技法によってアセンブリに隆起波状形状を付与する方法を示す
。
【図２４Ｂ】アセンブリに波状形状を付与するのに用いるＭｉｃｒｅｘ(登録商標)ミクロ
クレープ加工プロセスの変形例を示す。
【図２４Ｃ】アセンブリに波状形状を付与するのに用いるＭｉｃｒｅｘ（登録商標）ミク
ロクレープ加工プロセスの変形例を示す。
【図２５Ａ】一体化複合体の成形を示し、波状形状に形成されるルーズファイバーアセン
ブリを用い、オーブンワイヤよりもｚ方向上側に設けられた移送ワイヤが用いられ、オー
ブンワイヤを低速で移動させて波状形状に成形することによって一体化複合体を形成する
様子を示す。
【図２５Ｂ】一体化複合体の成形を示し、波状形状に形成されるルーズファイバーアセン
ブリを用い、オーブンワイヤよりもｚ方向上側に設けられた移送ワイヤが用いられ、オー
ブンワイヤを低速で移動させて波状形状に成形することによって一体化複合体を形成する
様子を示す。
【図２５Ｃ】一体化複合体の成形を示し、波状形状に形成されるルーズファイバーアセン
ブリを用い、オーブンワイヤよりもｚ方向上側に設けられた移送ワイヤが用いられ、オー
ブンワイヤを低速で移動させて波状形状に成形することによって一体化複合体を形成する
様子を示す。
【図２５Ｄ】一体化複合体の成形を示し、波状形状に形成されるルーズファイバーアセン
ブリを用い、オーブンワイヤよりもｚ方向上側に設けられた移送ワイヤが用いられ、オー
ブンワイヤを低速で移動させて波状形状に成形することによって一体化複合体を形成する
様子を示す。
【図２６Ａ】縦方向に伸長性及び弾性を有する波状一体化複合体を示す。
【図２６Ｂ】図２６Ａの一体化複合体に張力を加えた結果生じる弾性挙動を示す。
【図２６Ｃ】波が互いに接着している一体化複合体を示す。
【図２６Ｄ】図２６Ｃの一体化複合体に張力を加えた結果生じる非弾性挙動を示す。
【図２６Ｅ】フィルム、押出し物又は他のロール品が波状一体化複合体の底部に接着して
いる一体化複合体を示す。
【図２６Ｆ】フィルム、押出し物又は他のロール品が波状一体化複合体の底部に接着して
いる一体化複合体とその比較的非弾性な挙動を示す。
【図２７Ａ】活性化前の成形アセンブリへの粒子の添加を示す。
【図２７Ｂ】活性化後の粒子の位置を示す。
【図２８】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図２９】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図３０】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図３１】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図３２】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図３３】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図３４】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図３５】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図３６】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
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【図３７】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図３８】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図３９】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図４０】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図４１】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図４２】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図４３】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図４４】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図４５】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図４６】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図４７】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【図４８】例示的な一体化複合体の光学顕微鏡写真を示す。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　具体的な実施形態を参照しつつ本発明について説明するが、本発明は以下の実施形態に
限定されない。即ち、本発明を逸脱せずに特許請求の範囲と均等の範囲内で実施形態にお
いて様々な変更を行うことができる。また、説明のために選択された実施形態は正確な縮
尺では図示されておらず、図示の比率には限定されない。
【００２１】
　本明細書で用いるターム「不織材（nonwoven）」とは、織布や編物のように規則的又は
識別可能には織られていない、互いに挿入された個々の繊維から成る構造を有するウェブ
を意味する。不織産業を代表する事業者団体であるＩＮＤＡで定義されているように、不
織ファブリックとは一般には、機械的に、熱的に又は化学的に繊維やフィラメントを絡ま
せて（且つフィルムに穴を開けて）結合させたファブリック又はウェブ構造物である。
【００２２】
　不織ウェブは、例えば、エアレイイングやカーディンイグ、メルトブローイング、スパ
ンボンディング、スパンメルティング（メルトブローイングとスパンボンディングの改変
組合せ）、共成形（co-forming）、湿式成形、スクリム及びネット押出し、穿孔フィルム
、その他同様のプロセス等の様々なプロセスによって形成される。「エアレイド」という
タームは、ドライエアレイイングプロセス（即ち、多孔性集合ワイヤ（porous collectin
g wire）等の基材にルーズファイバーアセンブリを堆積させるプロセス）によって不織ウ
ェブを形成することを意味する。「短繊維エアレイドプロセス」というタームは、使い捨
てファブリック（嵩高なタオルや女性用ナプキン吸収性媒体等）の製造用に比較的短い木
材パルプ繊維を加工するために当初開発されたドライエアレイイングプロセスの一種を意
味する。エアレイイングプロセスに用いる代表的な機械は、ＤａｎＷｅｂ　Ａ／ＳやＮｅ
ｕｍａｇ　Ｄｅｎｍａｒｋ　Ａ／Ｓ（デンマーク）によって提供されている。
【００２３】
　本明細書で用いるターム「二成分繊維」又は「多成分繊維」とは、多成分を有する繊維
、例えば、一材料（ポリマー等）から成るコアが他の材料（融点が異なる他のポリマー等
）から成るシース内に包み込まれた繊維等を意味する。ある種の「二成分」又は「多成分
」繊維はバインダー繊維として用いることができるが、このようなバインダー繊維は互い
に結合し、更に他の繊維や成分と結合して一体化構造物を形成する。例えば、ポリマー繊
維の場合、シースを構成するポリマーがコアを構成するポリマーとは異なる温度（通常は
それより低い温度）で融解することが多い。その結果、このようなバインダー繊維の場合
、シースポリマーの融解に起因して、適切な活性化（オーブンによる加熱等）及びその後
の冷却により熱的結合が得られる一方、コアポリマーの望ましい繊維構造特性が保持され
る。バインダー繊維を用いる代わりに、ニードルパンチングやハイドロエンタングリング
等の機械的結合方法に加え、様々な化学的性質の単成分フィラメントや多成分フィラメン
ト、押出し物、フィルム、スクリム、網状織物（nettings）、粒子、粉末、エマルジョン
ポリマー、樹脂を用いて繊維構造物を結合することもできる。
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【００２４】
　複合アセンブリは、他のルーズファイバー組立て技法（カーディング技法等）又は直接
プロセス不織技法（例えば、スパンボンディング、メルトブローイング、スパンメルティ
ング、共成形、押出し成形、スクリムやフィルムを用いた技法、その他の技法等）を用い
て形成してもよい。このような層状アセンブリの組合せをその後結合させて一体化複合構
造物を製造し、結合後、オーブンや他の活性化工程によって層を互いに接着させて一体化
複合体を得ることができる。
【００２５】
　本明細書で用いるターム「要素」とは、構造物、アセンブリ、複合体又はラミネートの
各成分、即ち、一体化構造物、アセンブリ、複合体又はラミネートに組込む（例えば、溶
融結合や接着結合、絡み合い等による物理的結合、閉塞）ことが可能な層や繊維、粒子、
フィラー、その他の成分を意味する。
【００２６】
　本明細書で用いるターム「アセンブリ」とは、ルーズファイバー要素の堆積物又は構造
物の二以上の要素から成る層状の組合せを意味する。
【００２７】
　本明細書で用いるターム「一体化構造物」又は「一体化複合体」は互いに交換可能であ
り、オーブン又はアセンブリの層を結合させる他のデバイスによってアセンブリを結合さ
せて得られる構造物を意味する。
【００２８】
　本明細書で用いるターム「波状」は、実質的に周期的な波形（必ずしも正弦波であった
り、完全に繰り返されたり、容易に見られたり、完全に平行である必要はない）によって
特徴付けられ、更に波長（即ち、波パターンの繰り返し単位間の距離（例えば、ある頂点
から次の頂点まで測定した距離、又はある谷から次の谷まで測定した距離））及び振幅（
即ち、起伏の高さ）によっても特徴付けられ得るアセンブリを説明するのに用いる。或い
は、波長によって波形を特徴付けるのではなく、波数（波長に反比例し、単位長さ当りの
波パターンの繰り返し単位の数を意味する）によって特徴付けてもよい。波数は周波数の
空間アナログ（spacial analogue）である。波状形状は最終複合体の上部及び底部の両方
で波状である必要はなく、完全に繰り返される必要もない。即ち、ほぼ繰り返される波形
の大きさや形状等において多少の変化があってもよい。このような波状形状は一般に理想
形状（図１の２１００）で示されるが、代表的な波形状（即ち、活性化後に一体化複合体
の一側が比較的平坦になる形状）を図２８～４８の拡大顕微鏡写真に示す。
【００２９】
　本明細書で用いるターム「活性化」は、加熱したオーブンを用いようと、電磁エネルギ
ーの放射や他の何らかの方法によろうと、冷却した際又は活性化をやめた際に一層内の要
素間で結合を生じさせる、及び／又は二以上の層内の要素間で結合を生じさせる如何なる
プロセスであってもよい。
【００３０】
　本明細書で用いるターム「処方」とは、アセンブリで用いる各種成分の混合物の特定の
配合（各成分の種類や量等）を意味する。
【００３１】
　本明細書で用いるターム「ハイドロエンタングル（hydro-entangled）」とは、アセン
ブリを高圧水ジェットによって処理し、繊維要素を再構成して繊維の絡み合い及び／又は
摩擦結合を生じさせることを意味する。
【００３２】
　本明細書で用いるターム「ニードルパンチ（needle-punched）」とは、ニードルルーム
に設けた有刺針を用いてアセンブリを処理し、アセンブリ内の繊維の一部を機械的に再配
向させてアセンブリを絡ませることを意味する。
【００３３】
　以下の図面を参照しつつ本発明の例示的実施形態について説明する。
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【００３４】
　図１は波状要素２１００の３次元図を示す。このような構造物は、類似の処方の平坦構
造物に比べて厚く、総密度が低い。また、図１では、本明細書で用いるｘ、ｙ及びｚ方向
についての取り決めについても言及しており、連続アセンブリの長さ２１０４（ｘ方向、
即ち、縦方向）、幅２１０３（ｙ方向、即ち、横断方向（cross machine direction））
及び垂直高さ２１０２（ｚ方向）を示す。
【００３５】
　図２～２７は図１の取り決めに従っており、垂直厚さ（ｚ方向）及び長さ（ｘ方向）に
ついては二次元的側面図に示されているが、図１に記載した横幅（ｙ方向）については示
されていない。
【００３６】
　図２Ａ～３Ｂは、本発明の好ましい様相を用いることによって容易に変わる波状要素の
ｚ方向高さ及び波数の例示的な変化を示す。
【００３７】
　図２Ａは、複合アセンブリ９００４における比較的波数の大きな波状繰り返し要素９０
００の例を示す。
【００３８】
　図２Ｂは、結合複合アセンブリ９００５における比較的波数の小さな波状繰り返し要素
９００２の例を示す。
【００３９】
　図３Ａは、結合複合アセンブリ１０００４における比較的振幅の大きな波状繰り返し要
素１００００の例を示す。
【００４０】
　図３Ｂは、結合複合アセンブリ１０００５における比較的振幅の小さな波状繰り返し要
素１０００２の例を示す。
【００４１】
　このような波状要素から成るアセンブリは、先ず多層要素の堆積物を組立てることによ
って直接製造することができるが、その内の少なくとも一要素はアセンブリ内の他の要素
と結合させることができる。また、波状形状のアセンブリは単一層であってもよい。
【００４２】
　本明細書に記載の本発明の望ましい特質は、公知のコルゲート加工及びラミネート加工
プロセスで使用され、通常、例えば、従来の成形方法で必要とされる機械部品（コルゲー
トロール等）の物理的変更や置換を行うことなく、一体化複合体内の波状要素の形状やｚ
方向高さ、繰り返し波長を容易に変更できることである。このような従来のコルゲート加
工技術によって成形構造物の波数や振幅を変更する場合には、所望の波の所望の形状パタ
ーンに合わせてコルゲートロールの形状を物理的に変更する必要がある。本発明はこのよ
うな複雑さを回避する。必要に応じて引上げた移送デバイスを用いて層状アセンブリ全体
を成形プロセスに付し、アセンブリ全体を三次元波状形状にする。次に、成形したアセン
ブリをオーブンや他の活性化工程を通過させ、活性化工程から取り出す際に結合可能な要
素が他の要素に結合すると共に波状形状を維持するようにする。
【００４３】
　複合層状アセンブリを形成するために堆積させる各要素の位置、処方及び質量を容易に
変更できることは本発明で実施するエアレイド方法の利点である。本発明のある実施形態
における利点は、アセンブリ内の少なくとも一要素を他の要素に実質的に結合させること
ができる限り混合処方において様々な原料や形態（例えば、不規則な粒子や塊）に対応で
きることである。
【００４４】
　本発明は様々な坪量（basis weights）、形態及び要素の組合せにおいて遂行可能であ
るが、これは、少なくとも一要素を、他の層が存在する場合にはその層に対して結合させ
ることができる限り可能である。活性化アセンブリにおいて各要素層を互いに結合させる
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ことが一般には望ましいが、このような結合は使用する材料の選択に応じて任意的であり
、一体化複合体において一以上の層間の結合を減らすこと（又は結合を行わないこと）も
意図されている。
【００４５】
　本発明で用いる層の要素を堆積させる例示的な方法は短繊維エアレイド形成方法である
が、様々な他の組立て方法（更に、短繊維エアレイド形成方法との組合せ）も意図されて
いる。更に、成形及び活性化前にアセンブリの要素を堆積し層形成するための特定な組立
て方法の仕様は本明細書に記載の方法に限定されず、また、各層に用いる各層要素の質量
や処方についても本明細書に記載の方法に限定されない。
【００４６】
　本発明の様相によると、様々な処方（即ち、種類や質量）の繊維要素を堆積させるため
のエアレイドプロセスを用いることによって、用いる材料の選択や、添加物、及び成形や
活性化前に行う層状アセンブリの堆積に用いる圧縮方法に基づいてアセンブリの各層の様
々な一体化複合体特性、強度特性、表面構造、弾性及び密度を得ることが可能である。エ
アレイド形成プロセスにより多数の成形ヘッドや別々の繊維供給口（feeds）を用いるこ
とによって、望ましいファブリック製品を製造する際に最大限の適応性が得られ、製造時
にアセンブリの各堆積要素の処方を迅速且つ容易に変更することができる。
【００４７】
　例えば、複合体の場合、ある層におけるバインダ繊維の坪量と他の層における繊維の坪
量が異なることがある。実際、必要に応じて、組立てた層のいずれか又は全てにおいて坪
量を変えることがある。各層における材料の質量や使用材料の処方及び特性は、最終的な
一体化複合体の機能的要求や他の設計やコスト、加工についての考えに対応するよう、広
い範囲に亘って必要に応じて調整する。更に、アセンブリの各要素において特性が異なる
異例の複合体を容易に得ることができる。これらの層の各々の密度をエアレイドフォーマ
間に設けられた圧縮ロールを用いて所望の値に調整してもよいが、これも成形プロセスや
活性化工程におけるアセンブリの挙動に影響を及ぼす。
【００４８】
　更に、高価な繊維層を他層内に隠れた安価な成分に隣接させることができ、また、アセ
ンブリの各層の特性は最終用途特性の要求に応じて選択することができるが、多くの場合
、用いる材料の量は少なくても、得られる最終複合体においては、別々に形成した後に一
体化させた構造物と比べて機能性が同等か又はそれより優れている。
【００４９】
　図４は、本発明の一実施形態に係る一体化エアレイド複合体を製造するための例示的工
程のフローチャート８００である。ブロック８０２は、第一の濃度の繊維を堆積させて層
を形成する工程を示す。ブロック８０４は、第一の濃度のバインダ繊維上に第二の濃度の
繊維を堆積させる工程を示すが、この工程においては、第一の濃度の繊維に接するように
第二の濃度の繊維が積層され、接触未結合の（比較的分離している）層を形成する。ブロ
ック８０６は、更なる濃度の繊維を堆積させて更に複数の層を構築する工程を示す。ブロ
ック８０７は、層状アセンブリを波状形状に成形する更なる工程を示す。ブロック８０８
は、繊維アセンブリを活性化し結合させることにより一体化複合構造物を形成する最終工
程を示す。
【００５０】
　当業者であれば、繊維混合物の処方や各層に堆積させる材料の質量、堆積した各層の密
度が活性化時及びその後の各層の挙動に影響を及ぼすことを理解するであろう。本明細書
に記載の図面は、成形ヘッド間に設けられた圧縮ロールを用いて堆積プロセスで各層の密
度を必要に応じて変更可能であることを例示的に示す。本発明の精神を逸脱することなく
、他の潜在的に望ましい材料（例えば、紙や織物、不織ウェブ、フィルム、類似の押出し
系やロール品系（エアレイドアセンブリ製造の際に同時に得られる直接プロセス要素を含
む）と組合わせることができる。実際、このような変更は、市販のロール品や対象とする
技術特性をもたらす他の要素組立て方法から経済的な利益や加工上の利点を得る上で望ま
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しいものとして意図されている。
【００５１】
　図５～１５には、本発明の様相に係る一体化エアレイド複合体の形成に用いることがで
きる例示的なシステムを概略的に示す。本発明の実施に適した例示的な短繊維エアレイド
プロセス機械は、Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ｓｅｒｖｉｃｅ社（米国
、ミシガン州カラマズー）において、又はＤａｎ－Ｗｅｂ　Ａ／Ｓ（デンマーク、アール
ス）やＮｅｕｍａｇ　Ｄｅｎｍａｒｋ　Ａ／Ｓ（デンマーク、ホルステンス（Horstens）
）を通じて一般利用が可能である。
【００５２】
　即ち、図５～１５は、例示的ウェブと相補的ウェブ形成システムの概略側面図であり、
各層が各々のウェブ形成システムを移動しながらどのように互いに接するように堆積され
るのかを示す。例示的ウェブの層は特定の比率や縮尺では示しておらず、説明の目的のみ
に概略的に示している。また、ウェブ形成プロセスの際に一体化エアレイド構造物の層間
で多少の繊維の混合（ブレンド）が生じるため、層は図示したように完全には区別されな
い。
【００５３】
　一般に、図５～１５に示すウェブ形成システムの各々は、エアレイド複合体のウェブが
形成される多孔性ワイヤスクリーンであるコンベア面１０２０を有する機械である。繊維
導入ヘッドは該ワイヤスクリーンの上方に位置し、エアレイド複合体の成分を該スクリー
ンに制御的に送るようになっている。図５～１５にクロスハッチングで概略的に示すよう
に、繊維導入ヘッドは、同一又は異なる繊維を如何なる組合せでも導入するように構成さ
れている。例えば、二以上の（又は全ての）ヘッドによって同一の繊維又は繊維混合物を
導入することができ、或いは、全ての（又は一部の）ヘッドによって異なる繊維又は繊維
混合物を導入することができる。また、ウェブが形成システムを通過する際にウェブを選
択的に修正するため、ロールも設けられている。得られる一体化エアレイド複合体のウェ
ブの概略図（図５～１５の各々において機械の下方に並置）には、各ヘッドによって供給
され、縦方向（ＭＤ）に沿って積層されて一体化エアレイド複合体のウェブを形成するウ
ェブ部分を示す。また、説明目的のために図５～１５で概略的に示した別個の帯とは対照
的に、実際のエアレイドシステムにおいてはウェブ部分は一体化される。
【００５４】
　図５に具体的に示すように、例示的な一システムでは機械１００４ａを用いてエアレイ
ド複合体１０００ａのウェブを形成する。機械１００４ａは、エアレイド複合体の成分が
堆積するワイヤスクリーン１０２０を支持するコンベア機構１００６を有する。一対の上
流ロール１００８と他対の下流ロール１０１０が設けられ、ワイヤスクリーン１０２０が
ロール１００８及び１０１０の各対間を通過するようになっている。機械１００４ａの長
さ方向に沿ってワイヤスクリーン１０２０の上方に複数のヘッドが設けられている。図示
の機械１００４ａは四個のヘッド、即ち、第一のヘッド１０１２、第二のヘッド１０１４
、第三のヘッド１０１６及び第四のヘッド１０１８を有する。第一及び第二のヘッド１０
１２、１０１４は上流ロール１００８の上流に位置し、第三及び第四のヘッド１０１６、
１０１８は上流ロール１００８の下流且つ下流ロール１０１０の上流に位置する。上流ロ
ール及び下流ロール１００８、１０１０は必要に応じて圧縮ロールとして用いる。図６～
１５の説明で明らかになるように、ロール１００８間のギャップ及びロール１０１０間の
ギャップは調整可能である。
【００５５】
　更に、当業者であれば、圧縮ロ－ルを加熱した場合の結果が圧縮ロ－ルを加熱しない場
合と異なることや、圧縮ロール温度と組合わせて圧力を変化させると次の工程の結果（例
えば、アセンブリの波状形状への成形）に影響を及ぼすことを理解するであろう。図５に
示す機械１００４ａは、実質的に等量の同一繊維組成物を供給するヘッド１０１２、１０
１４、１０１６及び１０１８の四個のヘッドを有するエアレイド機械である。或いは、ヘ
ッド１０１２、１０１４、１０１６及び１０１８の一以上は必要に応じて実質的に異なる
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量の繊維を供給してもよく、実質的に異なる繊維又は繊維組成物を供給してもよい。図５
に示すように、機械１００４ａでは上流ロール及び下流ロール１００８、１０１０を圧縮
ロールとして用いない（即ち、圧縮ロール１００８間及び圧縮ロール１０１０間のギャッ
プは、その間を通過するウェブの圧縮を排除する（又は最小限にする）ように維持される
）。従って、機械１００４ａは、比較的厚く比較的低密度のファブリックを得るように構
成されている。
【００５６】
　次に図６に示す例示的なシステムは、ウェブ１０００ｂの形成に用いる機械１００４ｂ
を有する。機械１００４ｂは、上流ロール１００８を圧縮ロールとして用いる一方、下流
ロール１０１０をそのように用いないように構成されている。即ち、第一及び第二のヘッ
ド１０１２、１０１４によって導入された帯は上流ロール１００８によって圧縮されて該
帯の密度が増加する一方、下流ロール１０１０は第三及び第四のヘッド１０１６、１０１
８によって堆積した帯の圧縮を最小限にする（又は排除する）ように間隔を置いて配置さ
れており、該帯の密度は増加しないため、機械１００４ｂは様々な密度のファブリックを
形成するように構成されている。
【００５７】
　次に図７に示すシステムは、一体化エアレイドウェブ１０００ｃの形成に用いる機械１
００４ｃを有する。このシステムにおいては、上流ロール１００８及び下流ロール１０１
０の両方を圧縮ロールとして用いて比較的高密度の薄いファブリックウェブを得る。
【００５８】
　次に図８に示す機械１００４ｄはウェブ１０００ｄの形成に用い、下流ロール１０１０
のみを圧縮ロールとして用いる（上流ロール１００８はそのように用いない）。従って、
図７に示すシステムによって形成されるウェブ１０００ｃの場合と同様に、機械１００４
ｄによってウェブ全体が圧縮されて実質的に密度が一定で薄いファブリックが得られる。
【００５９】
　次に図９に示すように、機械１００４ｅを用いてウェブ１０００ｅを形成する。機械１
００４ｅでは上流ロール１００８及び下流ロール１０１０の両方を圧縮ロールとして用い
るが、圧縮の度合いが異なる。より具体的には、上流ロール１００８を圧縮ロールとして
用いる一方、下流ロール１０１０は部分的圧縮に用いる。従って、機械１００４ｅによっ
て密度勾配のあるウェブが得られる（ウェブ１０００ｅの帯の相対厚さによって概略的に
示す）が、ウェブ１０００ｅは、帯の厚さや密度に関して図６に示すウェブ１０００ｂや
図７に示すウェブ１０００ｃとは異なる（例えば、各ウェブの上部二個の帯は厚く、通常
密度が低い）。
【００６０】
　図１０に示すように、機械１００４ｆによって図９に示すウェブ１０００ｅと同様のウ
ェブ１０００ｆが形成される。ウェブ１０００ｆは下流ロール１０１０による圧縮度合い
がウェブ１０００ｅとは異なり、第三及び第四のヘッド１０１６、１０１８によって堆積
される材料の帯が厚くなる。
【００６１】
　次に図１１に示すように、機械１００４ｇによってウェブ１０００ｇが得られる。図１
１に示すシステムは、一個のヘッドから弾性繊維が導入される以外は図８に示すシステム
と同様である。具体的には、弾性繊維は第三のヘッド１０１６によってウェブに導入され
、ヘッド１０１６によって導入された繊維は、少なくとも弾力性がヘッド１０１２、１０
１４及び１０１８によって導入された繊維とは異なる。第三のヘッド１０１６によって導
入される繊維は弾力性を有するため、得られる帯は下流ロール１０１０を通過した後に元
の形状に「回復する」傾向を示し、嵩ばった低密度の中央帯が実質的に薄い帯に囲まれる
ようになる。このような帯はウェブの厚さ方向の如何なる位置（例えば、ウェブの頂部や
底部等）にも必要に応じて設けられる。当業者であれば、層内に用いる各要素がルーズフ
ァイバーアセンブリである必要はなく、また、エアレイド形成プロセスは材料の様々な形
状や形状因子に対応し得ることを理解するであろう。
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【００６２】
　図１２～１５にはシステムのアセンブリを示すが、これらのシステムは、組立てプロセ
ス内に一以上の別の原料成分を導入してもよい点で図５～１１で示したものとは異なる。
別の成分は不織材等の材料のプレ形成ウェブであってもよい。別の成分はエアレイプロセ
スと組合わせてその場で形成し、製造コストを低減させるのが好ましい。
【００６３】
　図１２に示すように、機械１００４ｈを用いてウェブ１０００ｈを形成するが、第二及
び第三のヘッド１０１４、１０１６によって形成されたウェブ１０００ｈの隣接する帯間
に材料のウェブが存在する。より具体的には、機構追加ヘッド１０１１が機械１００４ｈ
内に設けられ、第二のヘッド１０１４と第三のヘッド１０１６との間の位置に材料１００
９が導入され、第二のヘッド１０１４及び第３のヘッド１０１６によって形成されたウェ
ブ１０００ｈの帯間にウェブ材料が挿入される。従って、得られるウェブ１０００ｈは、
追加ウェブ材料１００９がウェブ１０００ｈ内の帯間に導入された以外は機械１００４ａ
（図５）によって形成されるウェブ１０００ａと同様である。
【００６４】
　図１３に示すように、機械１００４ｉによってウェブ１０００ｉが製造される。ウェブ
１０００ｉは、上流ロール１００８が圧縮ロールとして用いられ、第一のヘッド１０１２
及び第二のヘッド１０１４によって堆積した第一の二個の帯が圧縮される点でウェブ１０
００ｂ（図６）と類似している。また、ウェブ１０００ｉは、第二及び第三のヘッド１０
１４、１０１６によって堆積した帯間に別のウェブ材料１００９が追加ヘッド１０１１に
よって導入される点でウェブ１０００ｈ（図１２）とも類似している。
【００６５】
　図１４に示すように、機械１００４ｊを用いてウェブ１０００ｊを形成する。ウェブ１
０００ｊは圧縮比の点でウェブ１０００ｆ（図１０）と類似しており、また、別のウェブ
材料１００９が追加ヘッド１０１１によって導入される点でウェブ１０００ｈ（図１２）
と類似している。
【００６６】
　次に図１５に示すように、機械１００４ｋを用いてウェブ１０００ｋを形成する。図１
５の概略図では、多成分（同一又は異なる成分）をエアレイド成形ヘッド間に位置するヘ
ッド１０１１Ａ～１０１１Ｅによって供給できることが示されている。例えば、ヘッド１
０１２、１０１４、１０１６及び１０１８の上流及び下流位置の一箇所又は如何なる組合
せにおいてもウェブ材料１００９Ａ～１００９Ｅ（例えば、スパンボンド、メルトブロー
又はスパンメルト材料やフィルム）を導入するようにヘッドを設けることができる。機械
１００４ｋにおいては、このような追加ヘッド１０１１Ａ～１０１１Ｅは、第一のヘッド
１０１２の上流、第一のヘッド１０１２と第二のヘッド１０１４との間、第二のヘッド１
０１４と第三のヘッド１０１６との間、第三のヘッド１０１６と第四のヘッド１０１８と
の間、そして第四のヘッド１０１８の下流且つ下流ロール１０１０の上流の位置に設けら
れている。このような追加ヘッドは如何なる組合せでも用いることができ、該ヘッドを用
いて同一又は異なる成分を如何なる組合せでも導入することができる。また、図１５には
示していないが、得られるウェブ１０００ｋの選択した帯を圧縮するよう、上流ロール１
００８と下流ロール１０１０を圧縮ロールとして如何なる組合せでも用いることができる
。また、ロール品基材に一体化エアレイド複合体を直接形成することによって、例えば、
多孔性基材（軽量スパンボンドウェブや他の好適な基材等）に一体化エアレイド複合体を
直接形成することによって物品を製造してもよいことも意図されている。
【００６７】
　一部の材料（例えば、スパンボンドウェブ）は、別々に製造されるロール品として、ま
た、エアレイプロセスと同時にアセンブリを製造する際にその場で得られるウェブ要素と
してどこにでもあり安価であることが分かる。従って、このような材料を用いることは有
益であり、エアレイド繊維材料と併用するのが好ましく、また、粒子状材料を添加して一
体化複合構造物としてもよい。
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　図１６、１７及び１８Ａ～Ｂは例示的なエアレイド一体化複合体を示す。
　図１６は、ルーズファイバー層２３１０を互いに接するように組立てた後、オーブン又
は他の活性化工程２３１１によって結合させて単一の一体化複合体２３１２とした例示的
なアセンブリを示す。
【００６８】
　図１７は、ルーズファイバー層２３０７及び２３０９と同時に形成された直接プロセス
不織層２３１５及び２３１６とを互いに接するように組立てた後、オーブン又は他の活性
化工程２３１１によって結合させて単一の一体化複合体２３１８とした例示的なアセンブ
リを示す。
【００６９】
　図１８Ａは、アセンブリ２４１５を構成するルーズファイバー層２４０８と不織プロセ
ス層要素２４０７及び２４０９を全て同時に予め作られたロール品ファブリック２４１０
に堆積させた後、オーブン又は他の活性化工程２３１１によって結合させて得た単一の一
体化複合体２４１０を示す。
【００７０】
　図１８Ｂは、アセンブリ２４２５を構成するルーズファイバー層２４２０と不織プロセ
ス層２４１８及び２４２１を全て同時に予め作られたロール品ファブリック２４２２に堆
積させ、予め作られたロール品ファブリック２４１９の内部層を組込んだ後、オーブン又
は他の活性化工程２３１１によって結合させて得た単一の一体化複合体２４２６を示す。
【００７１】
　図１９は、例示的なエアレイド形成方法を示すが、エアレイドフォーマ２６５０によっ
て要素２６１０、２６１２、２６１４、２６１６及び２６１８から成るルーズファイバー
アセンブリのエアレイド形成を行い、アセンブリ全体をコルゲートロール２００７によっ
て波状形状に成形した後、オーブン２３１１又は他の活性化工程によって前記要素全てを
結合させて波状形状を有する一体化複合体２６２０を得る様子を示す。このような成形方
法は実行可能である一方で、波の振幅や波長又は波数を変更するのが望ましい場合にはコ
ルゲートロールを変更する必要があり、その結果、製造効率が低下し、費用が増加する。
【００７２】
　図２０は、例示的なエアレイド形成方法を示すが、エアレイドフォーマ２７５０によっ
てルーズファイバー２７１２及び２７１６を堆積させると共に、直接プロセス不織要素２
７１０、２７１４及び２７１８を堆積させ、コルゲートロール２００７によって層アセン
ブリ全体を波状構造物に形成した後、オーブン又は活性化段階２３１１によって該要素を
結合させて一体化複合体２７２０を得る様子を示す。
【００７３】
　図２１は、他の例示的なエアレイド形成方法を示すが、ルーズファイバーから成る層２
８１２及び２８１６と予め作られたロール品２８１０、２８１４及び２８１８からルーズ
アセンブリのエアレイド形成を行い、コルゲートロール２００７によってアセンブリ全体
を先ず波状形状に形成した後、オーブン又は活性化段階２３１１によって要素全てを互い
に結合させて結合複合体２８２０を得る様子を示す。
【００７４】
　図２２は、凹型表面を有するパターンロール２９７０と圧縮ロール２９８０を用いて要
素のアセンブリ２９６６を波状構造物に成形し、三次元形状（コルゲートロールによって
形成されるものと類似であってもよい）を形成する方法を示す。パターンロール２９７０
は凹型形状の代わりに隆起形状を有していてもよく、また、吸引装置２０７１を設けてア
センブリ２９２０に付与するパターンを更に引き立たせてもよい。
【００７５】
　図２３は、従来のプリーツ加工技法３０３０によってアセンブリを波状の比較的はっき
りと折り畳まれた構造物に成形し、コルゲートロールによって形成可能な波状構造物とほ
ぼ類似の三次元波状形状３０２０を形成する他の方法を示す。
【００７６】
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　図２４Ａは、ティッシュペーパーの製造に用いるようなクレープ加工技法を用いて不規
則な三次元隆起状構造物を製造するための他の方法を示す。加圧ロール３１７０を用いて
アセンブリ３１６６をドライヤ３１７２に接着させる。クレーピングブレード３１５４に
よってウェブを三次元波状形状３１６０にした後、低速作動巻取りロール３１５５によっ
てクレープアセンブリの三次元形状が維持される。
【００７７】
　図２４Ｂ～Ｃは、ファブリックアセンブリにｚ方向波状形状や柔軟さを付与するために
製紙業や不織業で用いられるＭｉｃｒｅｘ（登録商標）ミクロクレープ加工プロセスによ
って三次元隆起状構造物３１９８を得る他の方法を示す。一般に、Ｍｉｃｒｅｘ（登録商
標）ミクロクレープ加工や他の同様のプロセスは、二以上の移動面又は固定面（ロールや
ベルト等）間でのウェブの速度の違い（この場合、入ってくるファブリック３１９９が巻
取りワインダ３１５５よりも高速で移動する）に依存し、活性化後にアセンブリの三次元
形状が少なくとも一部維持される。
【００７８】
　図１９～２４Ｃに記載のアセンブリを波状形状に成形するための公知技法においては、
特に、非常に脆いアセンブリの場合や繊維間での凝集や絡み合いが少ない比較的短い繊維
から成る軽量で低密度のアセンブリの場合、アセンブリに付与する所望の波状形状の振幅
や波数又は波長を容易に変更する能力の点で制限される。更に、このようなプロセスによ
って所望の振幅や波数又は波長を操作する場合、このようなアセンブリの脆い物性によっ
て制限を受けることがあり、望ましくない剛性の低下や引張強度の低下が生じることもあ
る。更に、振幅や波数又は波長を変更するのに必要な機械の調整が複雑なことが多い。
【００７９】
　本発明の実施においては、通常平坦なロール品の製造に用いる短繊維エアレイドプロセ
ス設備のアセンブリ移送デバイス（即ち、結合前に脆いルーズファイバーアセンブリを（
無傷で）続くオーブンワイヤへ送るデバイス）の実証された利点を利用して上述のような
制限を回避する。脆く比較的平坦なアセンブリや一体化複合体を製造するのに通常用いる
代表的なソフトウェアや機械の条件から実質的に逸脱させることによって、非常に脆い短
繊維アセンブリを崩壊させずに該アセンブリに隆起波状形状を付与しつつ、移送デバイス
が該アセンブリを処理する能力を利用することができる。
【００８０】
　図２５Ａ～Ｄは、ＤａｎＷｅｂ　Ａ／Ｓ（デンマーク、アールス）によって販売されて
いるような引上げ移送（raised transport）ワイヤデバイスを用いた、活性化工程前にエ
アレイド層状アセンブリを成形するための本発明に係る好ましい一方法の実施を示す。移
送デバイスは、吸引ボックス３２６４を用いて、オーブンワイヤ３２５９及び成形ワイヤ
１００６の両方と速度を密接に同期させた多孔性作動ワイヤベルト３２１０を介して真空
を作用させるこよによって機能する。通常の操作における移送デバイスの機能は、脆いル
ーズファイバーアセンブリを形成部ワイヤから引上げた後、該アセンブリを（無傷で）続
く活性化及び結合が生じるオーブンワイヤへ載せることである。
【００８１】
　移送デバイスを用いるエアレイ技法の通常の従来公知の操作においては、移送デバイス
ワイヤ３２１０をオーブンワイア３２５９の面上方へルーズファイバーアセンブリの厚さ
とほぼ等しい高さまでごくわずかに引上げ、移送ワイヤ及びオーブンワイヤの両方をほぼ
同等の相対速度で移動させ、オーブンや他の活性化デバイスにおける活性化及び結合後、
業界で通常行われているように比較的平坦な一体化複合ファブリックを製造する。
【００８２】
　本発明の一様相においては、必要に応じて移送デバイスワイヤ３２１０をオーブンワイ
ヤ３２５９よりもｚ方向に実質的に高くまで引上げ、更にオーブンワイヤの速度を移送デ
バイスワイヤに対して実質的に低下させることによって、アセンブリ内の材料は繰り返し
波状形状に積み重なる。この技法の更なる利点は、即座に且つ簡単に機械ソフトウェア設
定を調整し、機械制御ソフトウェア設定を用いて移送高さ及び／又はオーブンワイヤ速度
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に対する移送デバイス速度を調整することによりアセンブリに所望の振幅や波数が付与さ
れることである。
【００８３】
　図２５Ａは、層のルーズアセンブリ３２１６を堆積させて一体化複合体を形成する好ま
しい例示的な方法を示すが、この場合、オーブンワイヤ３２５９の面に対してｚ方向に引
上げた移送ワイヤ３２１０を用いてアセンブリ全体を波状構造物３２２６とし、オーブン
ワイヤを移送ワイヤ３２１０よりも低速度で作動させて所望の振幅の三次元波状形状を要
素のアセンブリに付与する。
【００８４】
　図２５Ｂは、ルーズファイバーアセンブリを堆積させて一体化複合体を形成する例示的
な方法を示すが、ここでは、図２５Ａの場合と比べてｚ方向への引上げが相対的に少ない
移送ワイヤ３２１０を用い、アセンブリ全体を図２５Ａの構造物３２２６と比べて振幅の
小さい波状構造物３２３６とする。
【００８５】
　図２５Ｃは、ルーズファイバーアセンブリを堆積させて一体化複合体を形成する例示的
な方法を示すが、この場合、移送ワイヤ３２１０よりは低速で移動しながら図２５Ａのオ
ーブンワイヤ３２５９よりも高速で作動するオーブンワイヤ３２５９を用い、アセンブリ
全体を図２５Ａの構造物３２２６と比べて波数の小さな波状構造物３２４０とする。
【００８６】
　図２５Ｄは、ルーズファイバーアセンブリを堆積させて一体化複合体を形成する例示的
な方法を示すが、この場合、図２５Ａのオーブンワイヤ３２５９よりも低速で移動するオ
ーブンワイヤ３２５９を用い、アセンブリ全体を図２５Ａの構造物３２２６と比べて波数
の大きな波状構造物３２８６とする。
【００８７】
　当業者であれば、移送デバイスの引上げ高さとオーブンワイヤに対する移送ワイヤの相
対速度の両方を変化させることによって、波の形状全体と共に波状形状の振幅や波数を広
い範囲に亘って調整することができ、厚さや坪量が大きく異なるアセンブリにもうまく対
応させることが可能であることは理解できるであろう。一般に、商業生産においては、堆
積デバイス（成形ヘッド）から供給される堆積アセンブリの量を最大限にして、如何なる
所望のアセンブリ坪量においても生産量を最大限にすることが望ましい。
【００８８】
　更に、移送デバイスに一定速度及び一定量で供給されるアセンブリの質量が如何なる値
であっても、オーブンワイヤに対する移送デバイスの速度が一定の場合、得られる波の振
幅や波数又は波長は予測可能に関連付けられることは理解されるであろう。例えば、移送
高さを増大させた場合、他に何ら変更がなくても、波の振幅は増大し、それに伴って波数
は減少するであろう。同様に、移送高さを低減させた場合、得られる波の波数は移送デバ
イスに送られるアセンブリの量に応じて増大するであろう。従って、引上げ移送デバイス
技法を用いる本発明の望ましい一様相は、オーブンワイヤに対する移送デバイスワイヤの
高さを変えると共に、オーブンワイヤに対する移送デバイスワイヤの相対速度を独立して
変えることによってアセンブリに付与される波の振幅及び波数（又は波長）の両方を所望
の組合せに変更できることである。
【００８９】
　例えば、図２５Ａに示すように、移送デバイス３２１０に送られるアセンブリ３２１６
が如何なる特定の一定量であっても、振幅が大きく且つ波数の大きな波状形状が望まれる
場合には、移送デバイスワイヤ３２１０に対するオーブンワイヤ３２５９の速度を低下さ
せて、活性化工程に送られるアセンブリを崩壊させずに大きな振幅と大きな波数の両方が
得られるようアセンブリ材料を十分にする必要がある。同様に、振幅が小さく且つ波数の
小さな波状形状が望まれる場合には、移送デバイスワイヤ３２１０に対するオーブンワイ
ヤ３２５９の速度を増大させて、活性化工程に送られるアセンブリを崩壊させずに小さな
振幅と小さな波数が得られるようアセンブリ材料を十分にする必要がある。
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【００９０】
　本発明のある実施形態の他の特質は、非常に高坪量の一体化複合体が要求される際の特
別な利点である。短繊維エアレイドプロセスの場合、成形ヘッドに繊維を移送するのに用
いる空気から繊維を凝縮し堆積させるのに十分な真空度に依存しているため、通常の操作
においては、非常に高坪量の複合体を製造する上での該プロセスの制限は製造効率におい
て問題となる。より多くの繊維の堆積が要求された場合、最終的には有効な真空度が不十
分になり、達成可能な総坪量が制限され、利用可能な全成形ヘッドの所望の高処理量が制
限される。本発明においては、波成形プロセスによって、こうしたアセンブリから大量の
空気を抜く必要がなく、坪量を非常に増大させることができると共に、必要に応じて一体
化複合体の厚さを増大させることができるため、上述のような制限が克服される。従って
、成形ヘッドを最適な処理量で稼動させながら最終坪量をより大きくすることができる。
【００９１】
　本発明の他の特質は、アセンブリに用いる処方を変更し、活性化アセンブリにおける各
波間の結合度合いを変更することによって比較的伸張性の弾性及び非弾性の一体化複合体
を製造することを意図している。本発明は、一体化複合体において多少の弾性を有し縦方
向に伸張性のあるファブリックを必要に応じて製造する方法として、一体化複合体におけ
る各波が必要に応じて互いに結合する度合いの変更を意図している。当業者であれば、一
体化複合体における各波が実質的に互いに結合していない場合、又はこのような波間の結
合が活性化後に好適なプロセス（例えば、制御伸縮）によって切断できる場合には、活性
化後、該波は張力を印加した際に容易に且つ実質的に伸張し得ることが理解できるであろ
う。こうして処理したファブリックは、張力を加えた際にはＭＤ方向へ大幅に伸び、張力
を取り去った際には元の状態に戻ることができる。
【００９２】
　図４６は、表１のサンプル１８に示す条件に従って形成した一体化複合体の顕微鏡写真
を示す。縦方向においたサンプル１８一体化複合体のストリップ（７ｃｍ×２．６ｃｍ）
に対して０．８５ｋｇの張力を加え、結合した波を分離させた。次に、張力を加えて大幅
に伸ばした後、張力を取り去って元の状態に戻す。図４７は、こうして伸ばしたサンプル
を示し、図４８は、張力を取り去って元の状態に戻った後のサンプルを示す。
【００９３】
　図２６Ａは、活性化後に各波が互いに実質的に結合していないアセンブリ２６０２を示
す。図２６Ｂは、張力を一体化複合体２６０２に加えた際に得られる伸び２６０４、即ち
一般的な弾性挙動を示す。
【００９４】
　図２６Ｃは、活性化後に各波が互いに（２６４５）実質的に結合したアセンブリ２６４
０を示す。
【００９５】
　図２６Ｄは、図２６Ｂの２６０４に示す弾性挙動と比べて、その時と同じ張力を加えた
際の一体化複合体２６４６の非弾性挙動を示す。
【００９６】
　図２６Ｅは、活性化後に波状一体化複合体２６７０の底部にフィルム２６７２、押出し
物又は他のロール品を接着させたものを示すが、この場合、図２６Ｂの２６０４に示す弾
性挙動と比べて、その時と同じ張力を加えた際には、図２６Ｆの２６７４に示す比較的非
弾性的な挙動が得られる。フィルム、押出し物又はロール品を底面、上面又はこれらの面
の両方に接着できることが意図されている。
【００９７】
　本発明の他の実施形態においては、成形波状アセンブリを活性化前又は活性化後に機械
的プロセス（ハイドロエンタングリングやニードリング等）によって処理し、一体化複合
体において独特の表面や構造、物性を有する新規な構造物を得ることが意図されている。
【００９８】
　本発明の他の実施形態においては、一体化複合体に粒子を添加することが意図されてい
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る。各層内、各層間又は成形アセンブリの上部に様々な粒子や他の材料を導入することは
、ある用途における特別な利点としても意図されている。
【００９９】
　図２７Ａは、活性化前に成形アセンブリ３２８６の上部へ粒子３２９０を添加する一例
を示すと共に、活性化後の一般的な粒子の位置３２９１を示す。当業者であれば、本発明
の精神を逸脱することなく、様々な種類や形態の粒子を様々な組合せで添加できることを
理解するであろう。実際、一体化複合体の各種層内部の多くの場所で粒子の配置を注意深
く選択することは、粒子によって得られる機能性を有効利用する上での利益をもたらすも
のとして具体的に意図されている。また、機能性コーティング（例えば、エマルジョンポ
リマー等）を適用することもできる。
【０１００】
　当業者であれば、波状アセンブリ２８０２に粒子を均一に添加した場合、重力によって
、また、粒子添加デバイス下方の吸引デバイスを必要に応じて使用することによって、図
２７Ｂに示すように粒子が波状形状の下部領域２８０４に集中する傾向にあることも理解
するであろう。図４５は例示的光学顕微鏡写真を示す。
【０１０１】
　本発明の例示的実施形態を表１に記載するが、本発明の例示的実施に適したアセンブリ
要素処方及び機械設定について説明する。例示的実施形態は、一般には図２５Ａ～Ｄに示
すように、アセンブリの活性化及び結合用の代表的なスルードライヤオーブンを用いると
共に、該オーブンワイヤよりも比較的高速で作動し、その上流に設けられたｚ方向引上げ
移送ワイヤデバイスを用いてルーズファイバーアセンブリのエアレイ堆積に関して非制限
的になされる。
【０１０２】
　本発明の実施形態を製造するために構成された、ルーズファイバーアセンブリを堆積さ
せるための好適なエアレイド形成システムは、Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇ
ｙ　Ｓｅｒｖｉｃｅ社（米国、ミシガン州カラマズー）より一般利用が可能であり、この
システムを用い、表１に示す処方及び記載の機械設定に従って表１のサンプルを製造した
。
【０１０３】
　図３０～４８は例示的構造物の側面を示す光学顕微鏡写真である（倍率：２×又は４×
）が、表１に記載の実施例に従って本発明の様相について説明する。
【０１０４】
　例示的実施形態で用いる熱可塑性バインダ繊維はエアレイド業界で市販されている代表
的な二成分結合繊維であるが、本発明の実施に適した他の多くの繊維も利用可能である。
Ｔｒｅｖｉｒａ　Ｔ－２５５グレード（１．５５デニール）はＴｒｅｖｉｒａ　Ｇｍｂｈ
（ドイツ、アウゲブルク（Augeburg））より購入可能である。合成繊維の長さは約６ｍｍ
であったが、それよりも遥かに長い又は短い繊維を本発明の実施に選択してもよく、様々
な種類の繊維を結合繊維として用いることができる。本発明の実施に有用な成分は親水性
であっても、疎水性であっても、親水性材料と疎水性材料の組合せであってもよい。本発
明で用いるのに適した繊維としては、様々なセルロース繊維（木材パルプや綿等）や修飾
セルロース繊維（レーヨンやリヨセル等）、セルロースアセテート、麻、ジュート、亜麻
、ポリエステル、ポリプロピレン、ポリエチレン、ＰＬＡ、他の様々な合成品、鉱物（例
えば、ガラス）、単独で又は他の非繊維物質と混合して利用可能な天然物質が挙げられる
。また、これらの成分を様々な処方で混合して所望の特性を得ることもできる。
【０１０５】
　表１には、組立ての際にエアレイド成形ヘッドに堆積させた繊維材料のｇ／ｍ２（ｇｓ
ｍ）、圧縮ロール条件、オーブンワイヤの面に対する引上げ移送ワイヤの高さ、及び移送
ワイヤとオーブンワイヤの速度を示す。表１に記載の処方及び機械条件（引上げ移送高さ
や移送ワイヤとオーブンワイヤの相対速度を含む）は、一般に図２５Ａに示すようなエア
レイド繊維堆積構成の教示に従う。表１に示す全実施例において、活性化工程に用いるオ
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【０１０６】
【表１】

【０１０７】
　表２には、表１に記載の条件によって得た一体化複合体の最終坪量及び密度を示す。
【０１０８】



(21) JP 5457831 B2 2014.4.2

10

20

30

40

50

【表２】

【０１０９】
　引張強度及び伸長性（データは表３）の評価に用いる試験装置は、紙や他のファブリッ
クの引張強度を評価するのに通常用いられるＴｈｗｉｎｇ－Ａｌｂｅｒｔ　ＱＣ－１００
０引張試験機モデルである。Ｔ－Ａロードセル（モデル：ＲＳＢ－１）（容量：２０００
グラム）を用いる。試験の際には、先ずロードセルをゼロに設定し、移動サポートを７ｃ
ｍ／分の速度で破断点まで又は最大２０ｃｍまで降下させて試験を開始する。試験時に測
定した引張強度及び伸びを表３に記載する。
【０１１０】
　表３には、ＭＤ方向とＣＤ方向の両方における引張破壊強度（tensile breaking force
）及び伸びの測定値を示すと共に、表１に記載の処方及び条件に従って得た例示的な低密
度一体化複合体の最終坪量、最終厚さ及び最終総密度を示す。データに示すように、本発
明に従う一体化複合体のＭＤ伸びは、ＣＤ方向よりも縦方向において大きく、また、比較
的小さくも非常に大きくもなり得る。
【０１１１】

【表３】

【０１１２】
　表１に示す実施例によって本発明の一部の実施形態について記載、説明してきたが、本
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発明の特別な適応性によって多数の材料種から非常に多種多様の構造物が容易に得られる
ため、上述の実施形態はほんの一例に過ぎない。このような適応性によって、当業者であ
れば確実に、本発明の精神を逸脱することなく他の応用や改変、変更、置換が思い付くこ
とであろう。
【０１１３】
　本発明によって得られる用途や利益は様々な分野においても適用可能であり、例えば、
紙や不織構築物、家庭消費用最終製品、吸収性媒体、建築材料や建設材料、ろ過媒体、自
動車用途、ノイズ低減や断熱用ファブリック、傷みやすい物品（完熟果実等）の出荷用ク
ッション材料、窓覆い等の装飾ファブリック、航空宇宙用途等に必要な低密度且つ高強度
の構造複合体、成形用基材、特別包装、他の様々な製品ファブリックや半製品ファブリッ
ク及び複合体用途等が挙げられるが、これらに限定されない。実際、本発明において様々
な高価又は安価な材料（リサイクル材料を含む）を用い、製造の際に更なる転化工程を行
わずに比較的平坦な複合体やラミネートと比べて低密度の構造物を得ることができること
は、本発明の利点として具体的に想定されている。
【０１１４】
　上述の説明は好ましい実施形態のみの説明とする。当業者や本発明を利用する者であれ
ば本発明の変形を思い付くであろう。従って、図示し上述した実施形態は単に説明目的の
ために過ぎず、特許法の原則（均等論を含む）に従って解釈される後述の特許請求の範囲
によって定義される本発明の範囲を限定しないことは理解されるであろう。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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